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これらを踏まえ、行政財産の更なる有効活用（使用許可）を推進。

第３ 行政財産の維持管理について
２．行政財産の維持管理に係る見直し内容
（１）行政財産の有効活用

①積極的な情報発信
（前略）使用許可制度や活用可能な財産の情報を積極的に発信し、地域社会による更なる活用を促すことで、
一層の有効活用を図り、更なる収益確保につながるよう、行政財産の最適利用を進めるべきである。

▮ 財政制度等審議会国有財産分科会答申 （令和元年６月14日）（抄）

（令和３年11月）（抄）

２．庁舎等の現状と今後の対応について
（２）庁舎等に関する今後の対応
②脱炭素社会の実現に向けた取組
・電気自動車向け充電設備の設置等
庁舎の駐車場等を民間事業者等に使用許可することで、
電気自動車向け充電設備等の普及を後押しする。その際、
必要に応じて活用可能な国有財産の情報を発信するほか、
財務局等にワンストップ相談窓口を設置する。

▮ 行政財産の未来像研究会報告書

（令和５年６月２日民間資金等活用事業推進会議決定）（抄）

２．ＰＰＰ／ＰＦＩの推進施策
（１）多様なＰＰＰ／ＰＦＩの展開

ⅳ）公的不動産等における官民連携の推進
①ＰＰＰ／ＰＦＩ地域プラットフォームや民間事業者等と
連携し、行政財産の目的外使用許可や、未利用国有地
の暫定活用についての情報発信を強化し、更なる有効
活用に取り組む。（令和４年度開始）
＜財務省、内閣府、関係省庁＞

▮ ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン（令和５年改定版）

行政財産の有効活用に係る政府方針等
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行政財産の有効活用の取組状況

 自動販売機や食堂・売店といった従来の用途に加え、以下のような用途による行政財産の
有効活用に取り組み、様々な政策課題等に対応。

件数実績
（令和５年12月末時点）

用途

８件シェアサイクル

14件カーシェアリング

６件
（２件）

ＥＶ用充電器
（うち時間貸駐車場）

62件５Ｇ基地局

７件ＢＯＸ型サテライトオフィス

デジタル
改革の
推進

働き方
改革

脱炭素
社会の
実現

財政
貢献

地域
貢献

※５Ｇ基地局は普通財産４件を含む。

シェアサイクル / 湯島地方合同庁舎
（写真提供元：関東財務局）

カーシェアリング / 西大久保第二住宅
（写真提供元：関東財務局）

時間貸駐車場 / 立川地方合同庁舎
（写真提供元：関東財務局）

ＥＶ用充電器 / 福岡地方合同庁舎
（写真提供元：タイムズ24株式会社） 2



行政財産の有効活用に向けた今後の取組① （新たな用途）

物流問題
対策

デジタル
改革の
推進

働き方
改革

脱炭素
社会の
実現

財政
貢献

地域
貢献

多
様
な
政
策
課
題
等

 新たな用途での有効活用を通じて、多様な政策課題等への
対応を図る必要。以下のような用途について民間事業者等へ
ヒアリングを行い、導入を検討。

オープン型宅配ボックス
普及を促し再配達を抑制することで、

物流基盤確保・人手不足対策に加え、
CO₂排出量削減に寄与。

上記に加え、災害対応力強化に資する可能性のあるモバイルバッテリー

シェアや、子ども・子育て支援に資する施設（学童保育）等の導入を模索
しているところ。
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中央合同庁舎第３号館
（写真提供元：国土交通省）



先行的に実施中の取組

行政財産の有効活用に向けた今後の取組② （情報発信の強化）

 行政財産の空きスペースを調査・公表し、民間事業者等の活用要望とマッチング。
 東京都23区において先行的な取組を行い、財務局等と連携の上、取組を全国に展開。

東京都23区内の各省各庁所管財産の中から、事業性が高い
と考えられる庁舎*を選定。

空きスペースを把握するため、現地調査を実施（68件）。

▮ 現地調査

各省各庁と調整の上、公表可能かつ活用可能性のある空き
スペースの情報を、関東財務局のホームページで公表予定。

▮ 空きスペース情報の公表

民間事業者等 各省各庁

財務省・財務局等

活用の要望

マッチング

別途、民間事業者に対して、使用許可制度を分かりやすく
周知するリーフレットを作成・公表予定。
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財務局等と連携しながら、対象地域を全国の事業性が高い
地域（都市部等）に拡大。

▮ 全国展開

使用許可

事例共有
使用許可支援

空きスペース
情報の公表

*税務署、法務局、職業安定所、労働基準監督署等。

財務局等が窓口となり、民間事業者等と
各省各庁との調整役を担うことにより、
行政財産の有効活用を推進。


